













































































































































































































































































































































































































































































































































































期　　　間 GD　P消費者ｨ　　価 名目賃金 実質賃金 失業率 倍有効求人@　率
1956～6013．85 1．52 5．68 4．16 2．04 0．41
1961～6515．47 6．04 10．46 4．42 1．26 0．71
1966～7017．43 5．46 14．34 8．88 1．20 1．11
1971～7515．24 11．56 18．827．26 L44 1．17
1976～8010．15 6．62 7．94 1．32 2．06 0．64
1981～856．02 2．78 3．70 0．92 2．50 0．64









































賃　　金 春　　闘 生活費 生　　産 失業率 求人倍率 交渉力 利潤率











率 0．485550．735380．73530 0．72978一〇． 67110．84169 0．663921．00000
（2）　　1965～74年


































































































































期　間 PR1PR2 PR3PR4RPR@　2 PR@　3 PR@　4 NWRWPc 労　働ｪ配率
1956～
@　　　59 8．42 5．57 4．96 5．346．28 1．10 1．435．55 4．55 3．85 0．27
1960～
@　　　64 9．74 12．7312．71 12．62 9．34 6．43 6．34 9．74 4．30 5．89一2．49
1965～
@　　6911．99 12．78 13．46 13．088．83 8．06 7．6912．32 7．08 5．01 一〇，38
1970～
@　　74 8．57 13．7615．91 14．045．21 5．21 3．5819．84 9．08 10．256．01
1975～
@　　　79 6．56 9．22 9．39 9．25 3．71 3．49 3．35 9．64 2．22 5．70 0．59
1980～
@　　　84 4．42 4．30 4．28 3．93 2．99 2．061．τ2 4．40 0．48 2．17 0．50
1985～

























NW SHUNTNW SHUNTNW SHUNT
PR1 0．40499 0．18184一〇．27314 一〇．47930 一〇．13945一〇．44409PR2 0．57379 0．773540．66871 0．57305 0．861970． 5448PR3 0．55393 0．90071 0．785830．722240．78743 0．77946PR4 0．51981 0．67920 0．62369G．50316 O．883160．了5055RPR20．36510 0．59454一〇． 9905 一〇，65438 0．10836一〇．03723RPR30．36709 0．77313一〇．11888 一〇．26258 0．129130．19830RPR40．40009 0．58891一〇．41823 一〇．57847 0．301960．10658
74年の時間当り労働生産性（名目PR3），および1975～89年の名目労働生産
性（PR2，　PR3，　PR4）である。また労働生産性上昇率と名目賃金上昇率の相
関係数は，1956～64年においては強い相関関係が認められないほかは，労働
生産性上昇率と春闘賃上げ率の相関係数の場合と同様であるが，それぞれ名
目賃金との相関係数の方が大きくなっている。
　労働生産性は企業の収益性あるいは支払能力を示す指標と考えられるが，
ここでPR2とPR4はそれぞれ1人当りのGDPと1人当り国民所得の変化
率であるから，結局は1人当り産出量の変化率の2つの表現であり，これに
対してPR3は時間当りの労働生産性であるから，この変化率は労働強度あ
るいは労働密度を表現し，生産労働過程の合理化の結果であると考えられ
る。この点から考えれば，1956～64年におけるPR3と春闘賃上げ率との強い
相関関係は，春闘部門における賃上げが技術革新の導入による合理化と引替
に行われていたとも解釈できる。他方，1965～74年でのPR3の相関係数が小
さくなっている意味は，労働強度の相関係数は依然として有意であるが，も
はや賃金決定には大きな影響力をもたなくなったということであろう。それ
はこの時期の経済成長が，前期における技術革新の導入を基礎とした量的拡
大に移行しており，合理化それ自体は余り重要性をもたなかったからであろ
う。これに対して，！975～89年には，PR2，　PR3，　PR4の賃金上昇率および春闘
賃上げ率との相関係数が0．7以上であり，全て有意である。春闘部門では，
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PR3の相関係数がもっとも大きく，平均名目賃金に関してはPR2あるいは
PR4の相関係数が大きい。前者は，石油ショック以後の減量：経営・合理化に
よる生産性の上昇が重視された結果であろうし，後者では賃金決定に対する
経済全体の景気変動の影響力が上昇した結果であろう。
　2．3　仮説
　以上から，各時期の賃金関数の推定を行なうのであるが，元塩との関係
で，あらかじめ1956年以降の賃金決定のレギュラシオン様式に関する仮説を
示しておこう。
　一1956～64年：競争的レギュラシオンからフォード主義的レギュラシオソ
　　への移行期
　春闘という独自の制度は徐々に発展し，経済全体の賃金決定に影響力を強
めているが，春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率の運動は肢行的である。前
半期には，GDP成長率，物価上昇率および賃金上昇率がほぼ同じ方向に運動
しており，依然として競争的メカニズムが労働市場を支配していたように思
われる。この時期には労働分配率が労働側に有利に変化しているが，これは
名目賃金上昇率が抑制されていたのにもかかわらず，実質付加価値生産性の
上昇率が低かったのが原因である。これに対して1961年に急激な賃金上昇率
が記録されて後，後半期はGDP成長率と物価上昇率は逆の方向に運動し，
また賃金上昇率は両指標の運動の影響を余り受けていないように思われる。
これはフォード主義的レギュラシオンの特徴であるが，しかしこの時期の労
働分配率は資本側に有利に変化しており（名目賃金上昇率の抑制下で実質付
加価値生産性が急速に上昇したことが原因），さらに賃金格差は急速に縮小
している。したがって，競争的レギュラシオンはこの時期に消滅しつつあっ
たと思われるが，しかし賃金上昇率の加速はまだ生じておらず，実質賃金，
したがって購買力の上昇率も相対的に低い。こうしてこの時期全体はフォー
ド主義的レギュラシオンへの移行期と考えてよいであろう。
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　一1965～74年：フォード主義的レギュラシオンの支配
　春闘制度の定着および強い影響力と賃金格差の硬直性が観察される。前半
では賃金上昇率がGDP成長率や物価上昇率に影響されることなく急速に上
昇し，大幅な実質賃金の上昇が実現された（実質付加価値生産性の上昇に
よって労働分配率はわずかに資本側に有利に変化しているが）。ニクソン・
ショックに始まる通貨不安，および日本列島改造論による過剰流動性と狂乱
物価の出現した後半では，GDP，物価および賃金の運動は相関関係を強めた
ように見えるが，春闘に示される労働側の交渉力は依然として強く，1973～
74年の狂乱物価時の賃金上昇率は，GDP成長率および物価上昇率よりも高
く，実質賃金は前半期以上に上昇した。しかも1970～74年には実質付加価値
生産性上昇率が1965～70年期の50％程度まで低下したために，労働分配率が
急速に労働側に有利に変化している。このように春闘という日本型団体交渉
制度の作用と実質賃金の大幅な上昇を特徴とする1965～74年の賃金決定のレ
ギュラシオン様式は，日本的なフォード主義的レギュラシオンと言ってもよ
いであろう。実際，この時期には，消費ブームが現われ，またフォード主義
的成長体制を支える耐久消費財部門が急成長したのであるが，これは実質賃
金の大幅な上昇による市場拡大なしには不可能であったであろう。もちろん
この時期の日本経済がフォード主義的蓄積体制であったかどうかという問題
は，本稿の対象外であり，ここでは賃金決定に関してフォード主義的レギュ
ラシオンが存在したという仮説を示すにとどめる。
　一1975～89年：労使協調型レギュラシオンの支配と競争的レギュラシオン
　　の部分的回復
　第1次石油ショック以後，全ての経済指標の†方調整と労働側の交渉力の
低下とともに，とくに80年代には賃金格差の拡大，賃金とGDPおよび物価
の間の相関関係の強化が現わ乳，また春闘賃上げ率と平均名目賃金上昇率に
格差が現われた。これらの点から，賃金決定様式が競争的レギュラシオンに
復帰したかのような印象を受ける。しかし，春闘賃上げ率と平均名目賃金上
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昇率の相関係数は1965～74年に比べれば小さくなったとはいえ依然として高
く，また賃金上昇率は物価上昇率との相関関係がもっとも強い。しかも諸変
数の下方調整速度の相違から，労働分配率は1975～84年期では依然として労
働側に有利な方向に変化している。したがって春闘制度は機能しており，ま
た賃金上昇率の低下は物価上昇率の安定化と相関している。その意味では，
Boyer［1978］の言う独占的レギュラシオンの特徴を示している。この点を考
慮すれば，賃金上昇率の低下傾向は，長期的不況と労働側の交渉力の低下に
よって生じた労使協調路線による賃上げ抑制の結果であると考えたくなるで
あろう。とはいえ，平均名目賃金の形成を考慮すれば，一方では労使協調型
レギュラシオンが支配的になっているとしても，他方では，利潤率や生産性
という支払能力指標および失業率の相関係数が高まっているように，競争的
レギュラシオンの回復が観察される。そのような意味で，独占的な春闘部門
と競争的な非春闘部門へのレギュラシオン様式自体の二重構造が現われたと
思われる。
　次節以下では，各時期の賃金決定関数の推定にもとづいて上の仮説を検証
することにする。
データ
各指標はすべて歴年データであるが，出所は以下のとおり。
（1）国内総生産（GDP），国民所得，　GNEデフレーター，営業余剰，純固定資産は『国民
　経済計算報告書』による。
（2）春闘賃上げ率，雇用内数，失業率，有効求人倍率，総実労働時間，はr毎月勤労統
　計』による。
（3）消費者物価上昇率はr活用労働統計』。
（4）名目賃金上昇率は，『活用労働統計』のボーナス込の現金給与総額の年変化率。また実
　質賃金上昇率は名目賃金上昇率マイナス消費老物価上昇率の値である。
（5）労働組合の交渉力を表す指標BPは，r毎月勤労統計』の争議件数と争議参加人数を使
　用し，以下の式で求めた：BP・・Log（争議件数）＋Log（争議参加人数）。ここで春闘
　参加組合数や参加人数，あるいは春闘時のストによって喪失した労働時間あるいは日
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　数を交渉力として使用しなかった理由は，名目賃金としてボーナス込の現金給与総額
　を使用したことから春期以外のボーナス交渉をも考慮する必要があったことと，小野
　　［1973］のように「争議参加率の高いときには賃金闘争への意気込みが広い範囲にわ
　たって高まる」と考えてのことである。しかし，交渉力指標としては，小野氏の争議参
　加里ではなく，争議能力と動員力の両者を考慮するために上記のBPを使用した。
（6）利潤率指標は，r国民経済計算報告』のフローの営業余剰をストックの純固定資産で除
　したものを使用している。
（7）生産性指標は以下のとおり。
PRI
PR2
PR3
PR4
RPR2
RPR3
RPR4
日本生産性本部の物的生産性
名目労働生産性自国民総生産／雇用者数
時間当り名儀労働生産性・：国民総生産／（雇用者数×総実労働時間）
名目付加価値生産性＝国民所得／雇用者数
実質労働生産性（国民経済生産性）＝PR2／GNEデフレーター
時間当り実質労働生産性＝PR3／GNEデフレーター
実質付加価値生産性＝PR4／GNEデフレーター
（8）労働分配率の変化率は脚注（7）に示すように労働分配率の変化率＝NW一（RPR4＋
　Pc）でもとめた。
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